
企業版ふるさと納税で愛媛県を応援してください

企業版ふるさと納税（地方創生応援税制）とは

企業版ふるさと納税は、国が認定した地方公共団体が行う地方創生の取組み※に対して、
企業が寄附を行った場合に、寄附額の６割を法人関係税から税額控除する仕組みです。
※別添の事業が、愛媛県の対象事業例です。

損金算入によ
る税軽減効果
（約３割）

法人住民税＋法人税控除（税額控除）４割
法人事業税控除（税額控除） ２割

（６割）

企業負担
（約１割）

通常の寄附の
税の軽減効果

企業版ふるさと納税を活用した寄附の税の軽減効果

寄附額

【お問い合わせ】

愛媛県企画振興部政策企画局総合政策課 TEL ０８９－９１２－２２３３

愛媛県東京事務所 TEL ０３－５２１２－９０７１

愛媛県大阪事務所 TEL ０６－６４４１－２８２９

メールアドレス：sougouseisak@pref.ehime.lg.jp

留意事項
・愛媛県外に本社がある企業が対象です。
・１回あたり１０万円以上の寄附が対象です。
・寄附の見返りとして、経済的な利益を受け取ることは禁止されています。

例）1,000万円寄附すると、最大約900万円の法人関係税が軽減され、実質的な企業負担は約100万円となります。

①寄附の検討・相談

関心がある企業様は問い
合わせ先に連絡をお願い
します。対象事業等が決ま
りましたら、寄附申出書を
提出していただきます。

②寄附金の払込み

愛媛県が送付する「納入
通知書」等により払込みを
お願いします。

③税の申告

愛媛県が交付する受領
証を使って、税の申告を
行ってください。

寄附の流れ

企業のメリット

〇社会貢献による企業のイメージアップ
寄附額の最大約９割の税の軽減効果を活用しながら、地方創生を応援できます。

〇愛媛県ホームページでのご紹介
愛媛県ホームページで寄附をいただいた企業の紹介を行います。（同意があった場合のみ）

１００万円以上の寄附の場合、感謝状を贈呈します。
(寄附者の意向を確認のうえ、必要に応じて贈呈式を実施）



愛媛県

企業・事業者と行政が協働し、愛媛で就職し、結婚・出産の希望を叶え、
安心して子育てを行い、仕事と家庭の両立ができる環境を整えます。
。

ひめボス宣言制度のリニューアルにより、女性活躍や仕事と家庭の両立に取り組む事業所を
強力に後押しし、官民一体となって人口減少対策を推進します。

②新ひめボス宣言事業所魅力化支援事業

①えひめ人口減少対策総合交付金交付事業

結婚を希望する男女が結婚でき、理想の年齢で理想の人数の子どもを持てる環境づくりを推
進するため、「えひめ人口減少対策総合交付金」により、県・市町連携で少子化対策事業を積
極的に展開します。

○事業概要
県が提示する選択型メニューから、市町が地域の実情
に応じて実施する事業に対し、「えひめ人口減少対策総
合交付金」を交付する。

・補助率：対象経費のうち、市町が負担する金額の１/２
・補助事業
（1）出会い・結婚支援
若年層に対する結婚に向けた経済的支援

（2）妊娠・出産支援
不妊検査・治療への補助や産後ケアの充実

（3）子育て支援
若年夫婦の出産に向けた経済的支援と
子育て環境充実

○新ひめボス宣言事業所奨励金
人口減少対策、女性活躍、仕事と家庭の両立等に取り組む事

業所を認証し、そのうち女性活躍や仕事と家庭の両立支援等の
取組みに対して、一定の実績を上げた認証事業所に対し、奨励
金を支給することで、男女を問わず選択される魅力的な企業・事
業所への変革と成長を支援する。
【取組み内容】
①女性活躍推進
・出産育児等で退職した女性の再雇用
・職場環境の整備

②仕事と家庭の両立支援の推進
・男性従業員の育休取得日数増加
・男性従業員の育休取得率向上
・法定以上（小３まで）の両立支援措置整備

○女性のキャリアプラン等構築支援
女性の就業継続、モチベーション維持等のための、組織や職

種の枠を超えたメンター制度や、女性従業員自身を対象とした人
材育成研修等を実施する。

えひめ人口減少対策重点戦略
に基づく新たな取組

※令和４年度メンター制度キックオフ交流会の様子



愛媛県

愛媛の宝である子どもたちの健やかな成長と自立を地域全体で見守り、
夢を持ちながら子どもたちが元気に育つ地域社会の実現を目指します。

結婚から妊娠・出産・子育てまでの切れ目ない支援を行うため、携帯アプリを活用した
ワンストップ相談体制を市町や子育て支援団体等と連携しながら構築します。子育て世帯等
の不安感等を解消し、総合的な子育て支援、少子化対策を図ります。

②子育てワンストップサポート推進事業

①愛顔の子育て応援事業

県、市町、県内紙おむつ生産企業との官民協働により、第２子以降の出生時に、紙おむつ
を購入できる「愛顔っ子応援券」の交付を行い、子育て支援と少子化対策を図ります。

○交付概要
・第２子以降の出生時に紙おむつ約１年分を購入できる
「愛顔っ子応援券」50,000円【1,000円×50枚】を市町を
通じて交付。
※平成29年度スタート、都道府県単位では、全国初

○対象紙おむつ
・花王株式会社（西条市） メリーズ
・大王製紙株式会社（四国中央市） グーン
・ユニ・チャーム株式会社（四国中央市） ムーニー、

マミーポコ

○子育て支援スマホアプリ等の運営
名称：愛顔の子育て応援アプリ「きらきらナビ」

利用対象：婚活中、妊活中、妊娠中、子育て中の御家庭など

提供開始：平成27年12月

内容：利用者に「婚活」、「妊活」、「妊娠」、「子育て」のカテ
ゴリーや子どもの生年月日（妊娠期は出産予定日）、
情報配信を登録する地域を登録してもらうことで、各
ライフステージに合わせたイベント情報などを配信。

特に子育て中の方に対しては、子どもの成長段階
に応じたメッセージやQ&Aなどを配信。

（コンテンツ）えひめのびのび子育て応援隊・イベント情報・
掲示板機能「ひめコミュ」・パパの子育て・
予防接種管理機能 など

安心して生み育てることができる環境づくり



愛媛県

愛媛への移住を希望される方への相談や、「暮らし」「住まい」「仕事」など
に関する情報の提供、定住に向けた移住者支援を行っています。

移住先決定において重要なポイントとなる住宅確保について、空き家を有効活用し、移住
者向けの住宅改修の補助制度を県内市町と連携して実施します。

②移住者住宅改修支援事業

①えひめの移住力総合強化事業

活力ある地域社会を維持するため、首都圏への取組みに加えて大阪圏へのアプローチを強
化し、移住者受入態勢の拡充やデジタルマーケティングによる移住潜在層等に対する効果的
な情報発信を行い、移住者の更なる呼び込みを図ります。

○移住コンシェルジュの設置（東京・大阪・愛媛）
・移住希望者に対する相談対応や、県内市町等と連携した
移住セミナー開催など、移住促進に向けた取組みの企画・
実行を行う移住コンシェルジュを東京・大阪・愛媛に設置

○移住フェアの開催
・オンライン手法も活用しながら、県内20市町と合同で、本県
単独移住フェアを開催し、移住希望者へ相談機会を提供
・開催予定 東京２回、大阪２回、オンライン６回

○移住促進マーケティングの推進
・デジタルマーケティングの手法を活用して、 WEB広告や
SNSによる若者世代・テレワーカーへの情報発信を強化す
るとともに、Ｕターンの魅力発信なども行い、本県への新た
な移住希望者を開拓する

○移住者住宅改修補助
・補助対象住宅：空き家バンクを通じて、移住者が居住

用に購入・賃借した一戸建て住宅
・補助対象経費：移住者による住宅改修等に要する経費
・補助率 ：市町が移住者に補助した額の1/2以内
・補助限度額 ：働き手世帯200万円（県1/2、市町1/2）

子育て世帯400万円（県1/2、市町1/2）

○移住者向け賃貸住宅の整備（市町サブリース補助）
・補助対象住宅：移住者への貸出しを目的に市町が借り

上げた一戸建て住宅
・補助対象経費：市町が借り上げた空き家を移住者へ貸

し出すために行う改修に要する経費
・補助率 ：改修に要する経費の1/8以内

愛媛への移住・定住の促進

【移住セミナーでの魅力PR】

【移住希望者への個別相談対応】



愛媛県

地域課題を通して関係人口を生み出す取組みを推進し、より多くの県内
外在住者に各地域に関わるきっかけを提供することで、地域の活性化につ
なげます。

人口減少下での集落活動の維持・強化に向けて、主体的な地域づくりに取り組む人材の育
成による活動人口の拡大や集落と企業・大学等のボランティアマッチングによる関係人口の
創出を通じて、農山漁村での豊かな営みを守る集落の持続的発展を支援します。

②集落持続的発展支援事業

①企業合宿型人材育成ワーケーション誘致推進事業

人口減少が進む中、ワーケーションを活用した新たな地域活性化に向け、本県の強みを生
かし、地域課題解決や企業の人材育成に貢献する愛媛流の企業合宿型ワーケーション誘致を
推進し、企業版の関係人口の創出に取り組みます。

○企業合宿型ワーケーション誘致プロモーション
・愛媛ならではのワーケーションの魅力を発信するワンストップ
型PRサイトの構築など企業への情報発信力を高めます。

○企業合宿型ワーケーション定着促進・実践サポート
・南予地域を重点エリアに、ワーケーション実践を後押しする
仕組みづくりや企業サポート体制を充実させ、ワーケーション
の定着と継続的な地域と企業の関係構築を目指します。

○ワーケーション人材育成プログラムの競争力強化
・人材育成プログラムの効果を可視化し、企業が求めるニーズ
に対応した満足度の高いワーケーションに磨き上げます。

○企業合宿型ワーケーション誘致活動強化
・知事トップセールスや官民一体での誘致営業活動を展開し、
地域と企業のワーケーションマッチングを強化します。

【令和4年度誘致実績：19社】

○地域づくり「活動人口」の育成
・過疎地域での地域活動の維持や課題解決に向け、主体的
に地域づくりに取り組む人材のスキル向上を支援するため、
地域活性化の実践的ノウハウの習得や集落間ネットワークづ
くりを目的とした講座研修を実施しています。
・令和４年度までの23年間で325人の地域づくりリーダーを輩
出し、県内各地の集落活動の中心となって活躍中です。

○元気な集落づくり応援団「関係人口」の創出
・集落活動をボランティアで応援したい企業・大学（応援団）を
マッチングし、都市と集落との関係づくりを支援しています。
・約40社、団体が応援団登録し、延べ160以上の集落とマッチ
ング。２千人を超える方に集落活動を支援いただいてます。
・これまでに応援団８社等に知事感謝状を贈呈しています。

関係人口の創出・拡大
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知事トップセールス

SDGs（海の環境を守る活動）

大三島での企業合宿ワーケーション

元気な集落づくり応援団ボランティアマッチング

集落活動で人手やノウハウ提供を求める声と、
ボランティア活動に取り組みたい企業等をマッチング



愛媛県

若い方が能力を発揮して、いきいきとした職業人生を歩めるよう、雇用環
境の整備を図るとともに、県内就職の促進に努めます。

東京・大阪の２大都市圏に相談窓口を設置し、キャリアコンサルタントによる職業相談・
職業紹介の実施やＵターン就職セミナーの開催により、Ｕターン就職の支援を実施します。

②Ｕターン人材等職業相談県外窓口設置事業

①若年人材育成推進事業

ジョブカフェ愛workにおいて、若者の就職から職場定着に至るまで、個々のケースに応じ
たきめ細かな支援を実施するほか、若者と企業のマッチング促進に取り組みます。

○ジョブカフェ愛work（若年者就職支援センター）の運営
・平成16年7月設置

○若年者就職支援事業の実施
・キャリアコンサルタントによる職業相談
・就職支援セミナー
・職場定着支援、オンデマンド職場見学等

○えひめの企業と若者マッチング促進事業の実施
・SNSを活用した若年者向け就職支援情報の発信

○若年女性県内定着促進事業の実施
・女子学生向け座談会や愛媛で働く女性との交流会を
実施し、若年女性の県内定着を促進する。

○職業相談・職業紹介窓口の設置・運営
・設置場所 「東京都特別区内」及び「大阪市内」

（ふるさと回帰支援センター等での
出張相談も実施）

・相談体制 週３回程度（予約制）
キャリアコンサルタントが対応
実施方法：電話、対面、WEB

○ＵＩターン就職セミナーの開催
・開催内容 愛媛の魅力等Ｕターンのメリット

・開催場所 「東京都特別区内」及び「大阪市内」、
就職支援連携協定校、県人寮 等

・開催回数 10回程度

若年者の就職支援

写真やチラシなどのデー
タ

写真やチラシなどのデー
タ



魅力ある教育環境の整備や、確かな学力、豊かな心、健やかな体を育て
る教育を推進し、愛媛の未来を拓く、子どもたちの育成を目指します。

いじめ・暴力行為・非行・不登校等の早期発見や未然防止のため､相談活動に詳しい人材

（ハートなんでも相談員）を配置し、子どもや保護者に対する相談活動を充実させることに

より、気持ちにゆとりがもてる環境を提供するなど､学校の相談体制の整備を支援します。

②ハートなんでも相談員設置事業

①高等学校ＩＣＴ活用授業改善推進事業

ＩＣＴを活用した授業改善に関する研究を行い、生徒の資質・能力を育成するＰＤＣＡサ
イクルを構築し、愛媛の未来を拓く人材を育成します。

○推進体制の構築
(1)組織
・授業改善推進校（推進校）10校を県教育委員会が指定
(2)取組み
・推進校による「主体的・対話的で深い学び」の視点を取
り入れた授業やＩＣＴを活用した授業の公開、参観教員
による研究協議の実施 等

(3)ＩＣＴを活用した授業実践に対するサポート
・デジタル教材の整備 等

○ＩＣＴ教育推進委員会の開催（年2回）
・２名のＩＣＴ教育スーパーバイザーの助言を受けながら、
小中高特支の各校種におけるＩＣＴ活用実践や課題等
の共有及び協議を実施

○授業目的公衆送信補償金
・公衆送信（インターネット）の利用において、必要となる
使用教材等に係る著作権料（補償金）の負担

○ハートなんでも相談員設置事業
⑴相談員の設置
退職教員、青少年団体指導者等

⑵配置場所
公立小・中学校 107校（令和４年度）

⑶相談員の勤務内容
・児童生徒や保護者に対する相談活動
・その他学校の教育活動の支援

○教育相談員等合同研修会
市町が配置している相談員等と合同の研修を開催し､

教育相談の専門家からの指導・助言を受ける機会や情報
交換の場を設けることで、相談員等の資質の向上を図る。

未来を拓く子どもたちの育成

愛媛県



愛媛県

誰もが個性を発揮しながら、生きがいを持って、住み慣れた地域で安心・
安全に暮らすことができるよう、福祉サービスの提供を行います。

増加する児童・思春期患者の心のケアを行うため、子ども療育センターに県内初となる児
童・思春期病棟を整備し、入院治療及び外来診察を行うことで、心に不安を抱える患者に対
し専門的な医療を提供します。

児童・思春期病棟整備事業

支え合う福祉社会づくり

○整備概要
建設場所 愛媛県立子ども療育センター（東温市田窪）
建物構造 鉄骨造３階建
延床面積 2,734.88㎡
診療機能 病室は20床（全個室）、外来は週５日（平日）

○医療体制
医師３名、看護師20名、精神保健福祉士１名、
公認心理師１名、作業療法士１名

○病棟概要
１階 駐車場、玄関、ホール、厨房等
２階 病室、食堂・デイルーム、スタッフステーション等
３階 医局、会議室、院内学級、プレイルーム等

○スケジュール
[対象患者]

適応障害、発達障害、摂食障害など

児童・思春期病棟

[完成予想図]



愛媛県

情報発信力の一層の強化や地産地消の推進などにより、県内外での愛
媛産品の認知度の向上を目指します。

将来を担う子どもたちが、楽しみながら農作業を体験する中で、農業や農林水産物への理
解を深めます。また、地産地消の意識が高まっている県内飲食店と県内生産者とのマッチン
グ機会を創出することで、地産地消の更なる促進を図ります。

②地産地消促進事業

①首都圏まるごと愛媛ＰＲキッチンカー運営事業

「みきゃん」でフルラッピングしたキッチンカーを活用し、都内のオフィス街等において
県産食材を用いたランチや県産品を販売するなどして、県産農林水産物の販路拡大と新たな
愛媛ファンの獲得を図ります。

○キッチンカーの運営
①事業内容
・県産農林水産物を使用したランチ（弁当）販売
・ジュースやかんきつ等の県産品の販売
・愛媛百貨選やせとうち旬彩館のPR

②販売場所
・東京23区を中心に県ゆかりの企業などがある
オフィス街 等
・県人会や休日のイベント等にも出店

③営業日
・概ね週５日

農林水産物のブランド化・販売の促進

データ

○オドル野菜プロジェクト
ダンスを取り入れた作付けや収穫などの農作業体験
に加え、収穫した作物等を販売する収穫祭を開催
・農作業体験
対象：児童・保護者
内容：はだか麦の収穫、さといもの作付け 等
・収穫祭
内容：プロジェクトで収穫した農産物の提供 等

○地産地消促進マッチング商談会
・県内生産者がブースを設置し、県内飲食店担当者
が巡回する展示会方式の地産地消促進マッチング
商談会を実施
・生産者や産品紹介パンフレット作成、個別商談ス
ペースを設置するとともに、生産者商談スキルアップ
セミナーを開催して、商談・成約を後押し

地産地消促進マッチング商談会

オドル野菜プロジェクトin EHIME



愛媛県

若者をはじめとする意欲溢れる多様な担い手に支えられた、活力ある農
林水産業の確立を目指します。

県内外の就農を希望する若年女性に対し、就農体験・交流の場を創出し、就農へ導くとと
もに、女性農業者が働きやすい労働環境の整備を支援します。

②えひめ農業女子確保支援事業

①えひめ農林水産業魅力発信事業

えひめ愛顔の農林水産人を最大限活用し、稼げる、かっこいい、感動を楽しめる（新３
Ｋ）農林水産業にイメージアップを図ることで、愛媛での就業につながる次世代人材の育成
に取り組みます。

○新３Ｋ農林水産業の魅力発信
・えひめ農林水産アンバサダーが、作業の様子や
農林水産人の活動を短い動画で発信
16人×12カ月×1～2回

○女性目線での農林水産業情報の発信
・一次産業女子ネットワーク・さくらひめや林凜ガール等の
メンバーによる農林水産人の取材動画配信

○大学・高校での出前授業
・農林水産人による出前授業により農林水産業の現状や
メリット、魅力を伝える（県内延べ11校）

○就業相談会でのセミナー開催
・農林水産人による魅力発信講座や個別相談を実施

○ひめの国農業体験支援
一次産業女子ネットワーク・さくらひめを核とし、就農を
希望する若年女性に対し、県内農業に触れる機会を
創出します。

・県内高校生・大学生を対象とした県内農業紹介、
ひめカレ（農業大学校）での農業体験、スマート農業
体験など、県内農業体験ツアーの実施

・県内外就農希望者や就農相談会参加者を対象とした
優良産地、JA等就農研修施設などの産地ツアーの
実施

・県内外での就農相談会における就農希望者への
相談・支援の実施

農林水産業を支える担い手の確保

写真やチラシなどのデー
タ



愛媛県

2050年の温室効果ガス排出実質ゼロの脱炭素社会の実現のため、地球温
暖化対策を進め、愛媛の環境を守り、次世代に確実に引き継いでいきます。

二酸化炭素排出量の約２割を占める運輸部門における排出削減に向け、車両価格や電欠の不
安等の課題により普及が遅れているＥＶの購入費用や急速充電設備の設置費用の一部を補助す
るとともに、啓発による普及促進により、電動車導入の加速化を図ります。

②電動車導入加速化事業費

①エネルギー低炭素化促進事業費

2050年の脱炭素社会の実現に向け、事業者向けに将来的な合成メタンの活用を見据えたＬ
ＮＧへの転換を支援するとともに、個人向けに市町と連携した新エネルギー関連設備等の導
入支援に取り組むことにより、エネルギーの低炭素化を図ります。

○個人向け電気自動車購入費支援事業
⑴補助対象：ＥＶの購入補助制度を実施する市町
⑵対象経費：市町が個人に補助した額
⑶補助率等：県1/2 （上限 100千円/台）

○中小企業向け電気自動車導入支援事業
⑴補助対象：県内中小事業者
⑵対象経費：EV購入に要する費用
⑶補助率等：上限 200千円/台

○EV急速充電設備設置支援事業
⑴補助対象：愛媛県内に事業所を有する法人、団体、

個人事業者
⑵対象経費：急速充電設備の購入、設置に要する経費
⑶補助率等：自己負担額の1/2

上限 1,000千円/台（空白地域：1,333千円/台）

地球温暖化対策の推進

電気自動車（EV）の例 急速充電設備の例

○ＬＮＧ導入支援アドバイザー派遣事業
将来的な合成メタン等の活用に向け、ＬＮＧへの燃料
転換等に関心がある中小企業等に対し、専門のアドバ
イザーを派遣し、具体的な計画策定等の支援を行う。
(1)対 象：県内中小企業者
(2)実施内容：設備更新等の提案、導入計画の策定等

○新エネルギー関連設備等導入促進支援事業
⑴補助対象：家庭用燃料電池・蓄電池及びZEH

の設置補助制度を実施する市町
⑵対象経費：市町が個人に補助した額
⑶補助率等： ・燃料電池 県1/2 （上限100千円/台）

・蓄電池 県1/3 （上限100千円/台）
・ZEH 県1/3 （上限300千円/戸）

LNG設備の例 新エネ補助金の対象

家庭用燃料電池 畜電池

ZEH



愛媛県

愛媛県では、県内の４施設（とべ動物園、愛媛県総合運動公園、えひめ

こどもの城、えひめ森林公園）が、それぞれの魅力を生かしながら、とべ
もりとしてエリア一体で連携した魅力向上と利用促進に取り組んでいます。

愛顔つながるアドベンチャーゾーン

○とべ動物園

中四国で１，２の入園者数を誇る人気の動物園。何度
も来たくなる魅力あふれる動物園を目指し、県内有数の
集客観光施設としての魅力向上に取り組みます。

・展示動物、医療器具の購入
・サル・ヒヒ舎等獣舎改修、多言語表記案内板設置
・イルミネーション、宿泊キャンプの実施 等

※入園者数 46万人（平成30年度）
年度により整備内容が異なります。

○愛媛県総合運動公園

愛媛ＦＣのホームスタジアムとしてＪリーグ公式戦も開
催されるスポーツ施設。愛媛県のスポーツのメッカとし
てあり続けるために、スポーツ施設の機能維持、向上
及び快適な利用環境の確保を図るため、計画的な改
修等を実施します。

・陸上競技場防火シャッター危険防止装置設置
・陸上競技場写真判定装置更新 等

※入園者数 57万人（平成30年度）
年度により整備内容が異なります。

○えひめこどもの城

撮影：愛媛県立とべ動物園

○えひめ森林公園

四季折々の自然を心ゆくまで楽しむことのできる森林公園。
「森で遊ぶ」「森で癒す」「森で学ぶ」「森で食べる・泊まる」
をコンセプトに、豊富な自然の中で多様な森林体験ができ
る施設を目指します。

・木製ドームテント、木製遊具等の設置
・森林体験イベントやESDプログラムの実施 等

※入園者数 10万人（平成30年度）
年度により整備内容が異なります。

平成10年開園の愛媛県唯一の大型児童館。多くの方
に親しまれ続ける施設として、魅力向上に取り組みます。

・園内移動手段として自動運転電動カートの整備
・エリア内を盛り上げる周遊イベントの開催 等

※入園者数 37万人（平成30年度）
年度により整備内容が異なります。

えひめこどもの城と
とべ動物園を結ぶ
四国最大級の

ジップラインが人気！


